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序

　強震観測小委員会は、強震観測に係る諸々の問題を学会外部の関連機関との連携
をはかりながら横断的に検討・整理し、学会での強震動分野における情報発信及び
先導的役割を果たすべく 1997 年４月に構造委員会・振動運営委員会の下に新しく
設置された。そのため本小委員会は、建築学会各支部および強震観測に関連する各
機関の代表者により構成されている。また、本小委員会の下には、関東および近畿
地区にワーキンググループ（ＷＧ）が結成され、親委員会との連携をとりながら具
体的な活動項目につて検討を行っている。ここで、本小委員会が設置されるまでの
経緯を簡単に振り返ってみると以下のようになる。

　1956 年に設置された耐震連絡委員会は、建築物の地震災害とその調査に関する
情報交換及び地震災害調査報告の作成のために、学会内での各種関連研究委員会を
横断的に連絡する情報交換組織として長年に亘って幅広い活動を行ってきた。また、
その下部組織としての強震観測小委員会は、この間、強震観測データに関する情報
の収集・整理を行い、同時に、建築会館に設置されている強震計の管理と観測デー
タの公表を任務としてきた。1987 年に発生した千葉県東方沖地震のディジタル強
震データ集が同小委員会から刊行されている。1992 年４月に学会委員会組織の一
部改組が実施されたことにより、上記の耐震連絡委員会は研究委員会としての地震
災害委員会として生まれ変わった。また、それに伴って、強震観測小委員会は、地
震災害委員会の下、強震観測運営委員会とその下部組織である強震データ小委員会
に再構成された。両委員会は共同で 1995 年に、強震データの活用に関するシンポ
ジウム「強震データベースの現状と共同利用の試み」を開催し、強震動データを効
果的に活用するために建築学会として何をどうすべきかについて討議された。また、
委員会内部で共同利用された関東地方で発生した３つ地震（1990 年伊豆大島近海，
1990 年神奈川県西部，1992 年東京湾の各地震）の貴重な強震動記録を広く建築学
会会員に公開した。

　本小委員会は、以上のような経緯の基に設立されているが、本小委員会設立前の
1995 年には、兵庫県南部地震という特筆すべき地震災害が発生した。この地震以
来、公的機関による強震観測体制が以前とは比較にならないほど充実してきたこと
は周知の事実であり、建築学会を取り巻く強震観測に係る環境は激変している状況
にある。
　ここに取りまとめた報告は、本小委員会の下に結成されている関東地区ＷＧの２
年間にわたる活動内容の一部をとりまとめたものであり、1995 年兵庫県南部地震
以来急激に変化した強震観測網や強震動データベースの現状、強震動データベース
の望まれる姿、強震観測の将来展望につて述べている。
　なお、この活動報告は、建築学会としての正式な手続きを踏んだ刊行物ではなく、
強震観測小委員会の内部資料として各ＷＧの作業成果を取りまとめたものである。
ここに建築学会会員各位の御参考になれば幸いである。

１９９９年３月
強震観測小委員会
主査　北川　良和
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１．はじめに

　この活動報告は、1997 年４月に構造委員会・振動運営委員会・強震観測小委員会の

下に設置された関東地区ワーキンググループ（ＷＧ）の、２年間にわたる活動の一部

をとりまとめたものである。

　強震観測小委員会が、複数の地区・組織の代表者から構成され、強震観測に係る諸々
の問題を大所高所から横断的に検討・整理し、学会での強震動分野における情報発信

及び先導的役割を果たして行くことを目的としているのに対し、地区ＷＧは、親委員

会との連携を計りながら具体的な検討項目について実作業を実施する場であると位置

づけられている。また、兵庫県南部地震のような突発的大地震災害に即応できる強震

データの収集・公開体制の保持も本小委員会および地区ＷＧの大きな役割の一つであ
る。なお、地区ＷＧとしては関東および近畿にそれぞれ設置されている。

　ここで、本関東地区ＷＧの活動内容について若干触れておきたい。ＷＧ設立当時、

活動目標として次の５項目があげられた。

１）建築学会保有の強震計の維持管理およびその有効利用

２）強震観測に関する情報の収集・整理

３）データベースに関する情報の収集・整理
４）強震記録の収集・公開と公開方法に関する技術的検討

５）強震記録に基づく地震動現象の解明

　これらの目標を達成すべく、以下に示す３つのサブワーキンググループ（ＳＷＧ）

が設置された。その活動内容を概観すると以下の通りである。

　ＳＷＧ－Ａ（共同観測と記録評価ＷＧ）は、建築会館地下に設置された強震計の維

持管理と観測記録の公表を行うと共に、建築学会に寄贈された多数の強震計の有効利
用に関して検討を行った。その結果、静岡市を中心とした官学民共同観測が計画・立

案され、委員会参加機関の地震計も含め、各種地盤上での高密度な共同強震観測が実

施されるに至った。地震動と地盤特性との関係や強震動予測等について、種々の研究

が行われている。また、親委員会での審議を通し、近畿地区にも２台の強震計が貸し

出され、活用されている。
　ＳＷＧ－Ｂ（強震ＤＢシステム構築ＷＧ）は、国内外に存在する地震観測網やデー

タベースに関する現状を把握すると共に、データ公開の技術的検討を行った。最近の

コンピュータ通信技術の発達を踏まえ、建築会館において観測された地震記録や福井

大学における地震記録などを学会のホームページを通して公開し、インターネットに

よる地震動データの配信システムを構築した。
　ＳＷＧ－Ｃ（強震動データ分析ＷＧ）は、各種データベースの具体的な使用結果報

告に基づく問題点の指摘を行い、強震観測やデータベースのあり方に対して検討した。

具体的には、研究者のみならず実務者等をも対象としたアンケート調査を実施し、使

用者側にたったデータベースのあり方について検討した。



　当初設定した活動目標を十分に達成できた訳ではなく、現在も継続的に実施されて

いる項目も存在しているが、ワーキンググループの任期である２年を経過した現在、

今までの活動成果を記録に残すこともけじめとして重要であると考え、ここに活動報

告としてまとめた次第である。
　この活動報告は、上述の活動内容の内、主に、ＳＷＧ－ＢおよびＳＷＧ－Ｃに関す

る成果についてとりまとめたものであり、ＳＷＧ－Ａの静岡市を中心とした官学民共

同強震観測や強震記録に基づく地震動現象の解明等は、今後も引き続いて検討が行わ

れるものであり、近々シンポジウム等を通して公表する予定である。

　本活動報告はまず、強震動および強震動データベースの概要を国内のみならず海外

も含めて紹介し、各種データベースの入手方法について示している。つぎに、強震動
データベースのあり方に関して、データベースの利用事例と要望についてアンケート

調査し、主に、利用者側に立った場合の望ましいデータベース或いは必要な強震観測

情報について述べている。最後に、強震観測の将来展望に触れ、強震記録の活用方法

やインターネットの更なる活用など、地震防災や性能設計に向けた新たな強震観測の

可能性について述べている。本活動報告が、会員各位に何らかの御参考になれば望外
の喜びである。

（若松邦夫）



2. 強震観測および強震動データベースの現状

2.1 国内における強震観測およびデータベースの概要

国内に関しては 13 機関を調査対象とした。データベースの公開状況とともに表－1 に示

す。各機関についての詳細は次ページ以降の資料を参照されたい。

なお、2 章の調査は以下の委員が担当した｡

青井　 真 (防災科学技術研究所) 天池　文男(竹中工務店)

植竹　富一(東京電力) 鹿嶋　俊英(建築研究所)

片岡　俊一(清水建設) 木村　正彦(東急建設)

栗田　勝美(東京工業大学) 土肥　 博 (NTT ファシリティーズ)

長屋　雅文(佐藤工業) 畑山　 健 (消防研究所)

堀　  直人(国士館大学) 

表－1　国内各機関におけるデータベース公開状況一覧表

番

号

観測名称

または機関名

公開

状況
データベースの入手方法及び問合せ先

1

気象庁 公開 (財)気象業務支援センター｢振興部オフライン・データ

担当｣に問合せる(有料)。

〒101-0054 東京都千代田区神田錦町 3-17 東ネンビル

TEL：03-5281-0440 FAX:03-5281-0443

2

科学技術庁

(K-NET)

公開 インターネット及び CD-ROM で公開

http://www.k-net.bosai.go.jp/
〒305　つくば市天王台 3-1

防災科学技術研究所　地震･火山防災研究室

FAX　0298-54-4941

3
建設省建築研究所 公開

予定

最新情報は以下を参照。

http://iisee.kenken.go.jp/

4

高密度強震観測シス

テム

(建設省土木研究所)

5

運輸省港湾技術研究

所

公開

(空港

は非公

開)

〒239-0826　横須賀市長瀬 3-1-1

運輸省港湾技術研究所　地盤震動研究室

一井康二・佐藤幸博

TEL:0468-44-5028 FAX:0468-44-0839

E-mail:satoh-yuk@cc.phri.go.jp

6

震度情報ネットワー

ク

公開は

制度化

されて

いない

7

震災予防協会 公開 〒108-8414 港区芝 5-26-20

(財)震災予防協会

TEL:03-3457-7453 FAX:03-3456-7076



8

関西地震観測研究協

議会

会員制 データを入手するためには会員になる必要がある。

2 年経過後のデータは、非会員にも有料で公開されてい

る。

〒550-0012 大阪市西区立売堀 4-3-2

(財)大阪土質試験所 技術 5 部

TEL:06-6539-2975 FAX:06-6536-1739

9

東大地震研究所 公開 ただしデータベース化されていない記録が多い。

〒113-0032 文京区弥生 1-1-1

東京大学地震研究所　地震火山災害研究部

工藤一嘉

TEL:03-3812-2111 FAX:03-5803-2697

10

横浜市 検討中 地震情報は以下で公開されている。

http://www.city.yokohama.jp/me/bousai/eq/index.ht
ml

11 川崎市 未公開

12

東京電力 検討中

(個別

実績あ

り)

〒230-8510　横浜市鶴見区江ヶ崎 4-1

東京電力(株)　電力技術研究所　耐震グループ

　植竹富一・高橋　聡

TEL:045-585-8983　FAX:045-585-8986

13
東京ガス 公開

予定

SI 値、最大加速度値等は以下で公開されている。

http://www.tokyo-gas.co.jp



2.1.1　国内における観測状況

(7)　（財）震災予防協会の活動

　（財）震災予防協会では，これまで多数の機関により蓄積されてきている地震観測記録（主としてアレー観測）

のデータベースの構築と運用を行うことを目的として，強震動アレー観測記録データベース推進委員会（以下，

推進委員会と称する．委員長：表俊一郎，副委員長：片山恒雄）ならびにデータベース作業部会（部会長：亀田

弘行）を1991年に発足させている．つまり，地震観測は実施していないが，データの整理を実施していることに

なる．

　推進委員会の活動内容については，杉戸による報告1)が詳しいが，これまでに４回にわたりデータベースを編
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１　はじめに

強震観測の対象となるのは地盤ばかりではなく、建物

も重要な観測対象である。しかしながら、地盤における強

震観測のように一般化した方法で活用されていないのが建

物地震観測の現状であるように思われる。これは、建物地

震観測の活用方法に関しての共通化した認識が確立してい

ないことも一因であると考えられる。

この報告では、建物地震観測の活用の現状を概観し、

さらに耐震健全性の評価につながる建物強震観測について、

関連の研究分野の現状を紹介しながら将来展望について述

べてみたい。

２　建物における地震観測記録活用の現状

建物における地震観測活用の現状は、観測結果を用い

た設計モデルの検証、あるいは詳細モデルによる地震応答

シミュレーションなどが主として行われている。これらの

目的は、建物の地震時挙動を解明し、間接的に設計の妥当

性を評価すること、あるいは、現状の技術でどこまで建物

の地震時挙動を説明できるか確認することにある。ここで

の検討過程では、建物の「耐震健全性」は応答シミュレー

ション等を通じて間接的に評価されることとなる。

近年続けて発生したいくつかの被害地震では、強震域

で記録された観測波形により、強非線形領域に至る建物応

答シミュレーションを通じた地震時の建物挙動に関する研

究が進展している。

ノースリッジ地震

1994 年 1 月に発生したノースリッジ地震では、CSMIP

（California Strong Motion Instrumentation Program）

による強震観測が成果をもたらしたことは、建物地震観測

の活用と言う観点から特に注目に値する。

CSMIP は CDMG（California Division of Mines and

Geology）が実施している、カリフォルニア州における広

域地震観測であり、1970 年に観測が開始されて以来、現

在では 650 個所に至る観測サイトで強震観測を継続してい

る 1)。650 個所のうちいわゆるビルディングタイプの「建

物」は 150 個所となっているが、建物の観測点は１棟あた

り最低でも十数点という高密度観測が実施されており、建

物観測記録の活用と言う観点からも極めて有用な記録が期

待できる観測体制となっている。

ノースリッジ地震では CSMIP の観測サイトのうち 193

地点で記録が取れた。193 地点のうち 77 個所はダムや高

速道路を含む土木建築構造物であり、そのうちいわゆる

「建物」は 57 棟となっており、観測サイト全体の約 30％

となっている。2)

これらの CSMIP の観測記録は一般公開されており、強

震域での建物挙動の研究等に盛んに活用されている。例え

ば、強震域で被害を受けた７階建てＲＣ造ビルについては、

Islam3)あるいは Li 等 4)といった異なるグループによる複

数の研究結果が報告されている。また、鉄骨造のビルにつ

いては、Maison 等 5)による１３階建て被災鉄骨ビルの解

析を始めとして多数の報告が見られる。

なお、ノースリッジ地震では CSMIP の観測記録以外に

も、市の建築基準により強震計の設置を義務づけられた高

層建築 300 棟以上において観測記録が得られており 1)、そ

の結果も同様に活用されていることを付記しておく。

兵庫県南部地震

一方、ノースリッジ地震の一年後に発生した兵庫県南

部地震では、被害の大きさの割に、建物における観測記録、

特に被災建物における観測記録が極めて少ないことがその

特徴となっている。

日本建築学会が収集した観測記録 6)によると、兵庫県

南部地震の記録が観測された 251 観測地点中、地盤以外で

少なくとも２点以上の観測が行われている建物観測点は

30 棟に過ぎない。観測サイト全体に占める比率も約 12％

と、ノースリッジ地震における CSMIP の観測記録に比べ半

* 大林組技術研究所
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分以下となっている。両地震での被災建物総数の差を考慮

すれば、神戸における建物観測記録数はあまりに少なすぎ

るといわざるを得ない。

このように兵庫県南部地震での建物観測記録数が限ら

れている原因としては、やはり地震以前の関西圏における

建物地震観測に対する認識の低さが災いしたためと思われ

る。もともと観測物件が少なかったことに加えて、メンテ

ナンス状況が良くなかった場合などもあるようで、動作し

なかったもの、振り切れてしまったもの等が少なからずあ

るようである。

また、日本の固有事情として、建物強震観測が建設会

社を中心とする私企業によりなされていることが多く、観

測建物が被災した場合、建物施主への対応上、観測記録を

公表できない事例もあったのではないかと推察される。

図１　参考文献8)より転載

図２　参考文献8)より転載

図３　参考文献8)より転載

図４　参考文献8)より転載



このような数少ない建物観測記録においても、わずか

数棟ではあるが、強震域における被災建物での観測記録が

得られている。代表的なものとしては、住都公団新長田駅

前市街地住宅 7),8)やＮＴＴ神戸駅前ビル 9),10),11),12)等があ

げられるが、いずれも建物の詳細な挙動解析等に活用され

ている。

例えば、新長田駅前市街地住宅（図１）について、沢

井等 8)は観測結果をもとに建物弾塑性応答解析を行ってい

る。まず、詳細な立体骨組みモデルを用いた静的解析によ

り得られた復元力特性を用いて、この建物を雑壁構面を含

む多質点系モデル（図２）で表現している。このモデルに

建物地下１階で観測された地震波を入力して弾塑性応答解

析を行い、得られた上部階の応答を観測結果と比較するこ

とで解析モデルの妥当性を確認している（図３）。この研

究では雑壁構面が損傷を受けることで建物に入力した地震

エネルギーを減衰させ、結果的に主体構造の被害が押さえ

られたことが判明している。（図４）

また、この建物では観測結果の更なる活用として、安

井等 13)により強震時における基礎地盤相互作用の評価も

行われている。ここでは、地下１階観測波をもとに地表面

地動を逆算推定し（図５）、その結果、建物基礎の最大加

速度は自由地表面に対して約３割の低減傾向が見られ、同

じく最大速度では約１割の低減が見られることが確認され

ている。

ところで、両地震の観測記録を通じて言えることであ

るが、耐震健全性評価と言う観点から見ると、現状におけ

る建物地震観測活用方法では、被害のなかった建物につい

ては間接的に「健全」であることを評価できるが、被害を

受けてしまった建物については、「健全性を評価した」と

は言えない。建物挙動のシミュレーションから得られるも

のは、結果的に建物が壊れなかったことの追認であるか、

もしくは「予想通り壊れた」（あるいは、「壊れることは

予想できた」）ことの確認を行っているにすぎない。すな

わち、地震観測記録の利用方法としては消極的であるとい

わざるを得ない。

次節では、より積極的な建物地震観測の活用方法につ

いて述べてみたい。

３　地震観測記録の耐震健全性評価への応用

ここでは、建物における地震観測の活用方法として、

直接「耐震健全性」を評価するということについて考えて

みたい。これは、いわゆるヘルスモニタリング 14)という

考え方に基づくものであり、観測対象の現状（＝健康状

態）を把握することを通じて健全性を直接評価しようとい

うものである。

具体的には、地震前後の建物動特性の変化を把握した

り、あるいは、強震時の建物特性の時刻歴上での変化を把

握し、その結果を評価することで耐震健全性の評価を行お

うというものである。

現実的には、この分野はいまだ研究途上であり、実用

的な研究はほとんど行われていないのが実状である。15)

建物損傷と動特性

建物地震観測記録に基づいて健全性評価を行う際に、

まず問題となるのが、健全性を定量的にどう評価するかと

いう点である。つまり、地震観測から建物の健全性を評価

するためには、健全性（損傷程度と言いかえることも可

能）と動特性の間の関係が明確であることが大前提となる。

しかしながら、損傷が建物動特性に与える影響につい

ては良く分かっていないのが現状である。これは、最近に

至るまで被害を受けた建物そのものが比較的少なかったこ

とも一因であり、さらに、被災建物で動特性を実測しよう

と言う例はほとんど見られなかったことによるものである。

兵庫県南部地震以前の数少ない研究の一例として、南
16)は、１２階建てＳＲＣ造ビルにおける地震観測を通じて

固有周期の長期的変化について報告している。しかし、こ

図５　参考文献13)より転載



の建物では中小地震しか観測されておらず、固有周期の伸

びは主に非構造部材の剛性低下に起因すると思われるとし

ている。

兵庫県南部地震を契機として、建物被害と動特性の関

係についてさまざまな実測が行われ、報告がなされている。

最も多く見られるのが、地震前後の建物固有周期の変化に

着目したものである。

例えば、鈴木等 17)は複数の被災建物において復旧前後

の常時微動測定に基づき固有周期等の変化について調査し

ている。建物構造形式、損傷程度により異なる結果が得ら

れているが、固有周期から推定すると、鉄骨造の例では被

害の大きい方向で補修による剛性増加が 2.42 倍に至った

としている。（図６）

奥田等 18)は被災建物の補修前後の常時微動測定による

固有周期変化について報告しており、松岡等 19)は同じ建

物において過去の地震と兵庫県南部地震の余震間での固有

周期変化について報告している。

また、直接被災前後を比較したものではないが、横田

等 20)は被災建物の固有周期を既往の実験結果等から推定

した値と比較し、被災による固有周期の伸びについて検討

しており、被害が大きいほど固有周期が伸びる傾向を確認

している。（図７）

さらに、被害を被った建物ではないが、兵庫県南部地

震における大阪地区での高層ビルに関する報告として、沢

井 21)、此上 22)、高崎 23)等がそれぞれ異なる高層建物に関

して、微動計測、地震観測等に基づき兵庫県南部地震前後

の固有周期の変動について報告している。それによると、

構造体そのものに被害がなくとも２次部材等の影響により

固有周期のわずかな増加が見られることもある、というこ

とが指摘されている。

また、大場、三枝等 24),25)は大阪におけるＳＲＣ造１

６階建てのビルの兵庫県南部地震前後の固有周期の変化に

ついて検討し、固有周期の変化は地盤剛性の変化によるも

のと考えられるとしている。

これらの報告はいずれも固有周期に基づく建物全体と

しての動特性に着目したものであるが、一方、中村等 26)

は、被災鉄骨建物における補修前後の全層同時微動計測を

通じて、固有周期の変化のみならず層ごとの剛性低下につ

いて評価している。それによれば、主に中間層の柱梁接合

部に損傷を受けた鉄骨ラーメン構造の場合、損傷の大きな

層の剛性は 20～30％低下したと考えられるとしている。

（図８）また、ブレース破断を伴うような損傷を生じた鉄

骨造の場合、損傷の大きな層では層剛性は 50％程度低下

した可能性があるとしている。

兵庫県南部地震以降の研究としては、遠山等 27)により、 図７　参考文献20)より転載

図６　基本周期と軒高

　　　参考文献17)より転載



実大鉄骨建物を用いたブレース破断による建物動特性の変

化を探る実験が行われるなど、この方面への関心が高まっ

ていることがうかがえる。

損傷検出手法

地震観測を活用した建物健全性評価手法について検討

するに際して、建物損傷と動特性変化の関係を明らかにす

ることと同時に重要であるのが、この動特性の変化をいか

にして検出するかと言う検出手法に関する研究である。

建物固有周期を地震観測結果から求めるというのは、

一般的に普及している基本的システム同定技術を用いれば

現状で対応可能であり、適用例はいくらでも見られる。こ

のことから、固有周期に着目して健全性評価を行おうと言

うのは現実的な手法にも思われる。比較的少数の観測点で

評価が可能であることもこの手法の利点である。例えば、

建物頂部と建物基礎の最低２点の観測点があれば、地盤の

影響を分離した建物自身の動特性すなわち健全性を評価で

きる可能性がある。

しかしながら、前述のように建物損傷と動特性変化の

関係が明らかになっていない現状が、応用的な研究を行う

ことを阻む一因となっている。つまり、同定手法としては

比較的簡明であるはずにもかかわらず、被害程度と固有周

期の関係に関する定量的な知見が得られていないため、そ

の固有周期そのもの（あるいはその変化）を建物健全性と

結び付ようという現実的な応用研究はほとんど見られない。

もっとも、逆の見方をすれば、建物損傷と建物固有周

期変化の定量的な関係さえ明らかになれば、固有周期に着

目した健全性評価手法は、実用的な損傷検出手法となりう

る可能性が大きいといえる。建物地震観測の活用が今後期

待できる一分野であるということができるであろう。

一方、固有周期のような建物全体の動特性から間接的

に健全性を評価するのではなく、観測された情報から直接

構造特性の変化を捉えて損傷を検出する手法に関する研究

も行われている。ここでは、従来とは違った新たな同定手

法が必要とされる。ただし、具体的な適用事例となる観測

記録が不足しているため、数値シミュレーションもしくは

模型実験にとどまっているのが現状である。また、一部の

手法では地震動ではなく常時微動を用いることを前提とし

ている。代表的なものについて、以下に概説を示す。

Lin 等 28)は、時刻歴上で剛性を評価し、その変化を捉

えることを数値シミュレーションを通じて試みている。

Agbabian 等 29)は時刻歴上で直接剛性・減衰等の構造

パラメータを同定し、その統計量の変化を指標として被害

検出を試みている。

濱本等 30)はＡＲＭＡモデルを応用して損傷検出を行う

方法を提案し、さらに振動台実験によりその手法の有効性

を確認 31)している。

Oreta 等 32)は、ＲＣフレームの振動試験で得られた結図８　参考文献26)より転載



果から、カルマンフィルターを用いて剛性を評価し、その

劣化程度を評価することを試みている。

曽根等 33)は構造物が被害を受けたときに生じる時刻歴

上の不連続な特性変化をウェーブレット変換を用いて検出

する手法を提案している。

三田 34)は、多層構造物において層間ごとに独立して損

傷を検出できる手法について提案し、手法を免震構造物の

振動台試験に適用している。

飛田 35)は時刻歴上で剛性・減衰を同定する手法につい

て示し、手法を免震建物および９階建てのＳＲＣ建物で得

られた地震観測結果に適用している。（図９）

Masri 等 36)はニューラルネットワークを応用した構造

物の損傷検出手法を提案しており、中村等 37)はこの手法

を兵庫県南部地震で被災した建物の補修前後の微動計測結

果に適用している。

斎藤 38)は、ＡＲＭＡモデルを用いてモーダルパラメー

タの時間変化を評価する方法を提案し、手法を大阪に位置

する１５階建ての鉄骨造建物で得られた兵庫県南部地震の

観測記録に適用している。39)（図１０）

エスコバール等 40)は、測定で得られた振動モードから

剛性マトリックスを作成し、その損傷前後での変化から損

傷部材とその損傷程度を確定する手法について提案してい

る。

また、損傷検出手法そのものではないが、微動計測結

果から耐力補強型の耐震改修効果を確認する手法について

の指針案が田中等 41)により提示されている。損傷検出と

耐震改修効果確認は表裏一体の関係にあり、損傷検出手法

は耐震改修効果確認の分野にも応用が可能であると考えら

れる。

これらの検出手法の適用可能性を検討するためには、

今後、建物における地震観測結果を用いて検証を重ねてい

図９　参考文献35)より転載

図１０　参考文献39)より転載



く事が欠かせない。現状で見られる提案手法は、比較的高

密度の観測点を想定しているものが多いことから、手法の

検証段階では、高密度な観測体制における観測記録が必要

となるであろう。しかし、手法がある程度確立すれば、測

点数が少ない場合への適用方法を探る等、より実用的な方

向へ向けての展開も可能になるものと思われる。

検出手法を確立するためにも、建物地震観測結果の蓄

積が必要とされている。

建物地震観測の将来展望

以上、概観したように、耐震健全性評価と言う観点か

ら見た建物地震観測の活用は、いまだ研究途上であり、今

後、研究をより現実的な応用に結び付けていくためには、

広範な建物観測記録が蓄積されていく事が必要と思われる。

将来これらの研究が実用的なものになり、地震観測を

通して建物健全性評価が可能になれば、建物における強震

観測に新たな価値を付加することができることになる。す

なわち、地震直後の建物の危険度判定などを自動化できる

可能性が開けることになり、ユーザ（建物の住人）に対し

ても有益な情報を提供できる可能性がある。

地震観測装置を建物に数多く取り付けられているセン

サーの一つであると考えれば、地震観測結果をもとに健全

性の判定を行うことは建物自身のインテリジェント化の一

つともみなせ、他の「センサー」と統合した真のインテリ

ジェントビル構築へ向けての一つの足がかりともなりうる

など、建物地震観測の新たな将来展望が開けるのではない

かと考えられる。

４　最近の建物地震観測の実例

近年の建築学会大会での報告を見ると、数は少ないも

のの、異なる建物での地震観測報告が毎年コンスタントに

見られ、決して建物地震観測がおろそかにされているわけ

ではないことがわかる。

ここでは、比較的多数の測点を配置して高密度に観測

を続けている建物地震観測事例の概要をいくつか紹介する。

連棟超高層ビル

久田は、新宿に立地する連棟の超高層建物で、地震観

測を行っている 42),43)。この建物は、それぞれ地下６階を

有する２８階建てと２９階建ての鉄骨造ツインタワー（工

学院大学新宿校舎／ＳＴＥＣビル）である。（図１１）

観測規模は、地震計が 37 チャンネル、風圧計・風向

風速計が 12 チャンネルとなっており、地震以外にも風に

よる振動を観測対象としていることが特徴である。また、

地上階の観測点が高密度に配置されており、建物のねじれ

振動も評価できるようになっている。

1989 年より工学院大学と民間企業が共同研究として観

測を行っており、成果は報告書の形で公開されている 44)。

複数建物におけるアレイ観測

福和等 45)は、名古屋大学の構内において複数の建物お

よび地盤観測点を含んだアレイ観測を行っている。

建物は、４階建てから１０階建てのＲＣ造ならびにＳ

ＲＣ造の３棟の建物で、観測規模は地盤も含めて１２個所

計４０チャンネルとなっている（図１２）。地盤測点に関

しては、他のキャンパスの観測点と共に中規模アレイを構

成している。また、これらの観測記録はオンラインシステ

ムを通じて収集・整理が速やかに行えるように整備されて

いることが特徴となっている。

観測結果は、飛田等 46),47)により、建物の減衰特性評

価に関する研究等に活用されている。

長大な駅ビル構造物

藤原等 48)は、長大な駅ビル構造物において地震観測を

実施している。

観測対象となっている京都駅ビルは、長辺方向が約

図１１　参考文献44)より転載



図１３　参考文献48)より転載 図１４　参考文献50)より転載

図１２　参考文献45)より転載



460m という長大な鉄骨造ビルであり、地上１６階、地

下３階、高さ約 60m、短辺方向 50～60m という規模を有す

る。（図１３）

観測点は、建物を構成する大きな３つのウイングに分

散して合計１０個所計２４チャンネルとなっており、1997

年より観測を開始している。

観測結果からは建物のモード特性等が評価されており、

さらに設計モデルを用いた応答シミュレーション解析が行

われている。

免震構造物

免震構造物や制振構造物等の新しい構造形式を持つ建

物については、比較的積極的に地震観測が行われているよ

うである。特に免震建物は、兵庫県南部地震を契機に建設

戸数が急激に伸びており、地震観測設備を有する物件も増

えているものと思われる。

免震構造における地震観測は、通常、免震効果の評価

を主目的としており、耐震健全性の評価と言う観点からは

少しはずれると思われるが、ここでは、小規模な免震建物

でありながら比較的高密度な建物観測点を有する一例を紹

介する。

この建物は、京都市内に位置する地下１階、地上３階

の免震建物で、天然ゴム系の積層ゴムと粘性ダンパーから

なる免震装置を有する。観測規模は地中２測点、免震層下

ならびに免震層上の建物内部の合計 27 チャンネルとなっ

ており、免震層上の上部構造に比較的多数の測点を有する

ため、上部構造の立体的な挙動を評価できることが特徴と

なっている。（図１４）

中村等 49),50)により 1997 年より観測が行われており、

観測結果は、免震効果の検証に加えて、免震層の動特性の

振幅依存性の評価等に活用されている。

５　まとめ

現状における建物地震観測記録の活用は、観測結果を

用いた地震応答シミュレーションといった「消極的利用」

が中心である。

より積極的に建物観測記録を活用すれば、観測記録か

ら直接、建物の健全性評価が可能となるはずであり、これ

は、建物における強震観測に新たな価値を付加するもので

ある。

しかしながら、現状では建物損傷程度と建物動特性変

化の関係に関する定量的知見が不足しており、また、地震

観測の蓄積不足から、健全性評価（損傷検出）手法に関す

る研究はシミュレーションによる検討レベルにとどまって

いる。

建物における強震観測は、強震時の建物挙動の解明を

進めるためのみならず、損傷による建物動特性変化に関す

る定量的な知見を確立し、損傷検出手法を検証していく上

でも欠かせない。今後、より広範な建物強震観測が展開さ

れていく事が必要とされているのである。

そのためには、現状の建物地震観測体制を、CSMIP に

みられるような公的機関主導による一体化した体制へと変

革していく事が必要ではないだろうか。関係機関による検

討を切に望みたいところである。
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*清水建設（株）

4.4　共同観測のあり方
－静岡市内における共同観測を例にしてー

片岡俊一*

キーワード：時刻精度，静岡

１．はじめに

　1995年兵庫県南部地震以降，気象庁の震度計ネットワークに

加えて，K-netや自治体震度計ネットワークなどの整備が進み，

日本全国ではかなりの数の強震計が設置されるようになった．例

えば，工藤は「内陸で発生する地震に対しては，10km程度以内

の記録が少なくとも1点以上は得られる」と評価している1)．しかし

ながら，同じ報告において「例えば1995年兵庫県南部地震の震

度7の領域の南北方向の幅は約1kmであり，K-netの25km間隔の

配置はあまりにも粗すぎる」とも記している．

　全国的に見るとこのような状況ではあるが，一部の機関では高

密度な地震観測を行っている．例えば，横浜市は市内150個所に

地震計を設置しており，東京ガスは管内に3600台のSIセンサーを

設置する予定にしている（約0.9km四方に1台）．建設省土木研究

所も1981年から開始した高密度地震観測を更新し，さらに新規の

観測地域を設けている2)．この観測では，観測地域によって密度

は異なるものの，最小の観測点間隔は数百mである．また，小田

原市周辺では複数の機関が高密度の地震観測を行っている3), 4),

5)．

　密度の高いアレイ観測は，様々な点で重要なデータを与えると

考えられる．しかしながら，数百ｍに一点などという密度で，全国

一律に強震計を設置することは，経済的に不可能であろう．その

ための解決方法の一つとして，共同観測が考えられる．1995年に

開催された「強震データの活用に関するシンポジウム」で，共同

観測のあり方が議論されたのも，共同観測の必要性が高いからで

あろう．

　また，定常的な観測ばかりではなく，余震観測における稠密な

共同観測が重要であることから，文部省科学研究費において，機

動性に富んだ強震計の開発が行われている6)．

　以下では，このシンポジウムの内容をまず概観する7)．次に，現

在実施している静岡市内での共同観測の例を紹介する．

２．前回シンポジウムの概要と考察

　前回シンポジウムでは，「共同観測事例」と題した話題提供が

あった8)．そこでは，当時の大規模な共同観測を3例紹介し，それ

を通して今後の強震観測の在り方やデータ公開の在り方を論じて

いる．取り上げた共同観測は，建設省建築研究所と民間企業が

共同で行っている高密度強震観測（仙台アレー），関西地震観測

研究協議会，釧路ESG共同観測である．既に，釧路ESG共同観

測は終了しており，関西地震観測研究協議会の観測状況も当時

とは大幅に変わっているが，議論された内容については，現在で

も考慮しなくてはならない事項が含まれていると考えられる．

　当時，文中で議論されていた話題としては，地震計の精度（振

幅，時刻），加速度が適切か速度が適切か，ネットワークをどのよ

に利用するか，などであった．

　地震計の精度のうち，振幅に関しては当時の強震データ小委員

会が，建築会館に設置されていた複数台の強震計の比較や振動

台試験の報告などから，ある程度の振幅が確保されればほぼ問

題がないと結論づけている．さらに，K-netの仕様9)がその後の強

震計の実質的な仕様となったために，最新の地震計は分解能が

向上しており，相対振幅に関して疑問視する必要はないであろう．

　地震記録の相対比較には，時刻の情報が重要である．特に，最

近は波動の伝播を議論することも多くなっており，その際には必

須の条件であろう．時刻精度に関しては，前回シンポジウムでも

報告があり，建築会館の地下一階の同一基礎上に設置されてい

た地震計相互の時計の精度が悪いことが指摘されている．その後，

小委員会では同じ強震計を用いて，時刻精度に関する検討を引

き続き実施しており，地震記録の比較と基礎の打撃試験を行った．

　地震記録の比較による時刻精度の確認では，NS成分の最大値

の生起時刻で相互比較すると，1台は7地震の平均で0.03秒（標

準偏差0.09秒）であったが，もう1台は6地震の平均で4.70秒（標準

偏差3.43秒）であった．一方，２回行った基礎の打撃試験の結果

は，以下のようであった．時間ずれは，１台は0.60秒であり（2回と

も同じ），もう１台は+2.21秒と-2.80秒であった．なお，時刻校正は

ラジオの時報で行われていたので，試験は時報の確認の後に

行っている．また，相対時刻差は，数個のパルス列全体の相互相

関関数の最大値から算出している．自然地震と基礎の打撃試験

で結果が大きく異なっているので，評価が難しいが，ラジオによる

校正はそれほどの信頼性がないといった方がよいであろう．

　但し，K-net以降GPS信号による時刻修正が一般的になってい

る．GPS信号は設置場所にとり受信状態が大きく変化し，強震計

の機種毎にGPS信号ｗ受けるタイミングがまちまちであるが，原則

的には毎秒毎に校正可能である．よって，適切に運用すれば，時

刻精度の信頼性は向上するであろう．

３．静岡市内における共同観測

　上記シンポジウムが終了した後，建築会館に設置されていた強

震計の有効利用が話題になった．その結果，2台は関西地域に

設置することにし，残る2台を静岡市内に設置することにした．以

下にその経緯を述べる．

3.1　静岡市を選んだ理由

　強震計の有効利用できる設置場所を考えていたところ，静岡市



1)工藤一嘉・高橋正義・坂上実・神野達夫・鹿熊英昭・坪井大

輔：機動強震アレイ観測のための軽量小型強震計の制作と観測・

解析マニュアルの制作，平成7年度～平成9年度科学研究費補

助金[基盤研究(A)]研究成果報告書（研究代表者：工藤一嘉），

1-9．

2)田村敬一・本田利器・千葉光：建設省土木研究所における新し

い高密度強震観測システム，第 24回地震工学研究発表会講演

論文集，189-192．

3)植竹富一・工藤一嘉：遠距離大規模地震記録を用いた足柄平

野の広周期帯域地震応答，地震2，第50巻，397-414，1997．

4)佐藤清隆：神奈川県小田原地区，平成10年度ローカルサイト・

エフェクト・シンポジウム論文集，土木学会地震工学委員会，

75-80，1998．

5)松岡昌志・翠川三郎・内山泰生：小田原市内での強震観測とそ

れに基づく地震動特性の検討，地震2，第50巻，1-10．

6)研究代表者工藤一嘉：機動強震計アレイ観測のための軽量小

型強震計の製作と観測・解析マニュアルの製作，平成7年度～平

成9年度科学研究費補助金[基盤研究(A)]研究成果報告書，

176p，1998.3．

7)地震災害委員会強震観測運営委員会強震データ小委員会：

強震データの活用に関するシンポジウム，建築雑誌活動レポート，

vol.110，No.1373，82-83．

8)片岡俊一：共同観測事例，強震データの活用に関するシンポ

ジウム－強震データベースの現状と共同利用の試み－，日本建

築学会地震災害委員会強震観測運営委員会強震データ小委員

会，13-18，1995．

9)木下繁夫・上原正義・斗沢敏雄・和田安司・小久江洋輔：

K-NET型強震計の記録特性，地震，第 49巻，467-481，1997．

10)日本建築学会：地震荷重－地震動の予測と建築物の応答，

日本建築学会，240p，1992．

の市街地地域には，建設会社各社が設置した強震計に加え科学

技術庁K-netの強震計が比較的密に存在することが判った．　一

方，静岡県は全域が想定東海地震の警戒地域であり，静岡市は

県庁所在地であるので，防災対策重要性は高いものと評価され

る．しかしながら，これまでは静岡県中部以西では地震活動度が

低いために，静岡市内において地震動を観測しその特性を検討

した例は少ないことが委員会の議論で判り，静岡市における強震

観測の意義は高いことが判明した．

　さらに，日本建築学会構造委員会振動運営委員会地震荷重小

委員会は，1992年に想定東海地震による静岡市内各地の地震

動を，当時適用が可能であった手法を用いて評価して 10)いること

も了解されており，報告書にはその時に用いた地盤条件等も記

載されている．

　また，地域的にも関東に近く，強震計のメインテナンスや記録の

回収が容易であることも，観測点を設置する際の重要な要因であ

る．

3.2　観測点

　共同観測を行う臨時観測地点として，まず上述の地震荷重小委

員会が地震動を検討した地点，大谷，東静岡，谷津山を候補地と

した．これらの地点は，地盤情報が得られているあるいは地震記

録が以前得られたなどの理由で地震動予測地点として選ばれた

のだが，東静岡を除いて厳密な場所は分かっていないことも判明

した．

　その後,委員の下見や関連機関からの情報により，大谷地点は，

静岡大学の地震観測用竪孔が使用できることが判った．また，谷

津山は商用電源が取れないことから，谷津山の延長にある清水

山公園に変更した．

　　さらに，建設会社の観測点のうち，3地点は市街地の建物内に

設置されていることから，自由地盤の観測点を探すこととし，市街

地にある駿府公園（駿府城の跡地）の管理事務所内に設置する

ことにした．また，清水山公園は岩が路頭しているが，この岩はそ

れほど良好な岩盤ではないことが判った．基準点として良好な地

盤の観測点が必要であるとの委員会の議論をもとに，市街地北西

にある浅間神社を岩盤観測点として，地震計を設置した．

　現在の観測状況を整理すると，表 -1のようになり，観測点をプ

ロットすると，図-1のようになる．臨時観測点による観測は，概ね

1998年の初頭から開始されている．これらの観測点の中には設

置に当たって土地借用願いの提出義務があるものの，2000年3月

までは続く予定である．

3.3　静岡における共同観測のまとめ

　静岡市において，自由地盤と岩盤とにおける地震観測が追加で

きれば，既存データの評価や地震動予測に役立つものと考え，

共同観測を実施している．共同観測のデータを用いた検討項目と

しては，以下のものが考えられるが，これらは委員会参加者の自

由意志で検討するものであり，更なる検討項目が挙がることがの

ぞまれよう．

　・観測地点による地震動の差違と地下構造の対応

　・地震動記録を用いた地下構造の推定

　・観測記録を用いた設計検討用地震動の策定

４．おわりに

　強震観測の密度が上がることにより，地震動の解釈は格段に進

むものと考えられる．その際の最も大きな問題点は，経済性であ

り，それを解決するためには共同観測が最適であろう．そこで，共

同観測の問題点を以前のシンポジウムの反省という意味合いで考

えてみた．また，強震観測委員会で現在実施している静岡市内

における共同観測を通じて，共同観測の問題点を考えてみた．

今後も，共同観測とデータの流通が容易になることが望まれよう．
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4.5 高密度アレー観測

Dense Strong Motion Instrument Array

鹿嶋俊英*
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* 建設省建築研究所国際地震工学部

(1) はじめに

アレー観測と称される観測はここ 20 年くらい

の間に積極的に推進されてきた。2 章で概観した

ようにこの種の観測はそれぞれの目的を有し、そ

の目的に応じて様々な形態がある。本節では強震

観測に関連する現状を整理し、アレー観測の将来

について考察する。

(2) 背景

1995 年の兵庫県南部地震以降、強震観測を取り

巻く状況は大きく変化した。ひとつは公的機関に

よって大規模な観測網が整備されたことである。

既に稼動しているものとしては防災科学技術研

究所の強震ネット(K-NET)、気象庁の震度計、消

防庁と地方自治体の震度情報ネットワークが挙

げられる(詳細は 2 章を参照)。これらの共通の特

徴は、広範な地域を網羅する観測網であること、

迅速な情報収集を実現し地震防災に資すること

を目的としていることにある。一方で観測地点の

密度が比較的粗い(近接地点でも 10 数 km)こと、

観測地点の条件が必ずしも統一されていないこ

と、収集している情報の種類やその公開方法が異

なることなど留意すべき点もある。

また 1997 年には総理府に地震調査研究推進本

部が設置され、組織的・総合的な調査研究の推進

が図られている。強震観測に関連することとして

は、基盤的調査観測計画の一環としての地下の基

盤への強震計設置や、データ流通センター構想が

挙げられる 1)。

各機関が独自にアレー観測を実施する場合も

このような動向を視野に入れ、積極的に活用、あ

るいは関与してゆく必要があるであろう。

(3) 地盤系の観測

地盤系のアレー観測を振り返ると、着実な成果

を挙げていると言えるであろう。例えば表層地盤

の鉛直アレー観測では、1993 年釧路沖地震や 1995

年兵庫県南部地震で非線型挙動を実現象として

克明に記録した例が記憶に新しい。また水平ある

いは鉛直アレー観測の記録は、表層地盤増幅の定

量的評価、地下構造の推定、地震波動伝播や生成

機構の解明などにしばしば利用され、有意義な成

果となっている例えば 2)。

一方で表層地盤や地形の影響でごく近傍の地

点でも地震動の様相が異なることが近年の地震

被害からも確認されており、構造物の耐震安全性

の向上には、表層地盤増幅や地表・地中不整形の

影響の評価や地下構造の推定精度を上げて行く

ことが必要である。アレー観測の立場からは一層

の観測密度の向上が課題である。このためには極

めて廉価で保守性の高い強震計の開発、複数の機

関での共同観測の推進、数年単位で対象地域を変

えることのできる機動性の具備が必要となるで

あろう。

(4) 構造物系の観測

構造物を対象としたアレー観測も事例がいく

つか紹介されてはいるが、流通している記録の数

の面では極めて不充分といわざるを得ない。この



ような記録には構造物自体の特性が直接表れる

ので公表が制限される事情があると推察される。

また構造物の記録を扱う場合、構造形式や基礎形

式に関する資料が必須となり、そのような資料の

整備や提供の方法は今後検討すべき課題である。

加えて構造物の所有者と観測者が異なっている

場合が多く、設計図書などの付帯資料や記録自体

の所有権にも配慮しなければならない。

現状では構造物の耐震設計における入力地震

動は自由地盤を想定して設定されることが原則

となっている。このため合理的な設計を行うため

には構造物への入力機構(地震時の地盤と構造物

の相互作用)を適切に評価することが不可欠であ

る。地盤と構造物の相互作用は極めて複雑で、そ

の影響の定量化には観測資料を活用することが

重要である。日米の研究者による Workshop が開

催されるなど 3)、相互作用の解明は国際的にも懸

案の課題である。

この観点からは構造物系の観測体制は今後一

層強化されるべきであり、観測に際しては構造物

の特性を充分に理解したシステムを構築する必

要がある。理想的な観測を行うためには、対象構

造物の設計段階から観測者が積極的に関与して

行くことが望ましい。同時に観測記録と関連資料

(地盤資料や設計図書など)が公開され、広く地震

入力評価の研究に資するような仕組みを構築す

る必要がある。このためには施主、設計者、施工

者に観測の必要性に対して共通の認識と理解が

必要であり、観測記録は公的な財産であり公開は

地震防災に資するとの啓蒙がなされることを期

待する。公的機関が中心となって積極的に地盤や

構造物の強震観測とデータ公開を推進している

California Strong Motion Instrumentation Program

(SMIP)4)の取り組みも参考となろう。一方で観測

システムの一層の低価格化や観測システムを設

置することによる付加価値を創出することも課

題である。
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experiments in Japan", The Effects of Surface

Geology on Seismic Motion, 1998

3) "Preproceedings of UJNR Workshop on Soil-

structure Interaction", September, 1998

4) http://consrv.ca.gov/dmg/csmip/index.htm
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4.6 今後の強震計に望むこと

片岡俊一*，鹿嶋俊英**

キーワード：IC 強震計，ネットワーク

１．はじめに

自然現象である地震が起こすユレは，人間界にとっては被

害を引き起こす原因であるので，それを知ることは対策を打つ

上で，極めて重要なである．古くから，このユレを計測するため

に，強震計が種々開発されてきており，技術の進歩とともに改

良がなされている．工学的な目的においてユレを計測し収録

するという機能は，現状市販されている強震計は全て満たして

いると考えられる．

このような現状で，今後の強震計を考えると，その基本仕様よ

りも，機能の多角化が議論の主体となろう．言い換えるならば，

次世代には様々な機能を有した多種多様な強震計が開発さ

れることが望まれる．ここでは，今後の強震計に望むことを考え

たい．但し，著者に力不足のために現状から全く離れたもので

はなく，現在開発されつつある技術を基にした議論であること

をお許し頂きたい．

なお，現状の技術を踏まえるのであれば，強震計に関する技

術展開の経緯を示すべきであろうが，ここでは参考文献を示

すにとどめる．まず，強震計の開発の経緯に関しては，田中に

よる報告1が詳しい．また，日本建築学会地盤震動小委員会が

その活動の節目に作成している資料2, 3にも，その当時までの

強震観測の状況が記載されている．

２．将来の強震計の機能

2.1　高性能強震計

　　まず，現状の性能を高めることを考えてみる．K-net が AD

変換方式を，従来の逐次比較方式とは異なるΔΣ方式に変

更したこと4により，その後この方式を用いた強震計が広まった．

また，AD 変換方式以外にも K-net 以降の市販強震計の仕様

は，K-net が基本となっており，強震計の新たな仕様を打ち出

したと言った意味でも K-net はエポックメイキングなことであっ

たと言えよう．

ΔΣ方式の高分解能を有した強震計では，都心であれば，

微動から最大 2G 程度の加速度まで観測できるようである5．こ

うしてみると，強震計のうち加速度を計測するものにおいては，

分解能や測定可能振動数範囲等の基本性能の大幅な向上

は不要とも思える．

但し，上記の議論は，加速度を測定することを決めた以降の

話である．加速度を測定するデメリットもあるので，加速度を測

定するのが適切か，速度を測定するのかが適切か，について

は，目的に応じて判断すべきものである．

一方，速度型強震計はどうであろうか．村松の提案6による速

度型強震計以来，主としてやや長周期地震動の計測のために，

かなりの数の速度型強震計が各地に設置されている．1995 年

1995 年兵庫県南部地震の際には，関西地震観測研究協議会

が速度型強震計を採用していたこともあり，速度型強震計によ

り多くの記録が得られた．

速度型強震計は，村松が指摘しているように，加速度型強震

計に比べて測定周波数範囲が実用上広く，測定すべきダイナ

ミックレンジが加速度，変位に比べると狭いので分解能が高い

記録が得られる，という二つの大きなメリットがある．さらに変位

波形の再現性がよいことも利点の一つであろう．速度計の加速

度計と比較した時の欠点は，取り扱いがやや面倒なことと，価

格が高いことが挙げられる． また，一般的に加速度計よりもサ

イズが大きいのも，欠点であろう．速度を測定するメリットは大き

いので，上記の欠点を克服した速度型強震計が望まれる．

2.2　廉価・簡易型強震計

木下の報告7にあるように，地震計を IC 化する動きがある．こ

れは，いわゆるマイクロマシン技術を利用したものであり，人手

をかいさず大量生産が可能なために，大量消費が保証されれ

ば，価格を安くすることができる．例えば，木下の報告にも記載

されているが，USGS の調査8によれば，1995 年の時点で 100

個納入時の 1 個当たりの価格が 1 万円以下というものもある．

これだけ低価格になると，ある地域の地震動を観測する「地

震動モニタリング」としては非常に有効な手段である．東京ガス

は，管内に 3600 台（約 0.9 平方 kmに 1 台）の新 SI センサー

を置く予定にしているが9，これだけの量のセンサーが設置可

能になったのは，センサーの価格が破壊的に（とは，言っても

一桁は異ならないようだが）安くなったためであろう．

従来から強震計を作っていたメーカーでも，マイクロマシン技

術を利用した強震計の開発に努めている．例えば，アメリカの

Kinemetrics 社は　QDR という名称の強震計を製作した．この

強 震 計 の 仕 様 は ， 　 同 社 の ホ ー ム ペ ー ジ に よ れ ば

（URL:http://www.kinemetrics.com），測定範囲：水平動±２G，

上下動±1G，AD 変換：11bit，周波数範囲：DC～25Hzとなっ

ている．（株）東京測振でも同様な仕様の地震計を試作してい

おり，計測震度も算出する仕様と聞いている．このような強震計

は，可動部がないために，保守作業は非常に容易であろう．実

際，Kinemetrics 社はこの強震計のコンセプトを”Hassle-free”と
している．これは，設置から保守，管理，データ回収等が非常

に簡単なことを意味しているのであろう．

目的を絞れば，このように性能は最先端のものに比べて劣る

が，価格が非常に安い強震計の用途は多いように思える．前

述した，地盤のユレを対象とした地震防災用の地震動モニタリ

ングもそのひとつであるが，さらに，強震時の構造物の挙動の

計測が考えられる．本報告書で中村・若松が指摘しているよう

に10，兵庫県南部地震では建物における地震記録が少なかっ

*：清水建設，**：建設省建築研究所
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た．彼らは，記録が少なかったことの原因として，観測物件が少

なかったこと，メインテナンスが悪かったこと，記録保有者の財

産権などを挙げている．このうち，メインテナンスに関しては，こ

こで紹介した強震計では問題が少なくなると考えられており，

さらに価格が安ければ観測物件も増えると思われる．耐震設

計方法の向上のためには，やはり強震観測が必要であること

を，再確認する必要があろう．

しかしながら，最終的な問題は価格であろう．価格が従来器

より安いことは間違いのない事実であるが，どの程度安ければ，

強震観測に拍車がかかるかは，社会的な要因で定まることで

ある．ここでは，安ければ安いほど良いと言う，一般論しか言え

ない．

2.4 機動型強震計

強震計は，構造物被害が生じた時にでも記録ができるように

との意味合いもあり，頑丈な作りになっている．このために，運

搬するのには，多大な労力を要する．また，一度設置したら移

動することを考えていないためか，商用電源が必要である．一

方，余震観測のように臨時に観測を実施することもあり，機動

性に富んでいる強震計の開発が望まれていた．このような強震

計に関しては，既に開発が終了しており11，市販もされているが，

その重要さから敢えてここでも記した．

また，この技術は必ずしも機動観測だけでなく通常の強震観

測についても有用と考えられる．通常の観測においても，商用

電源が必要であるとすると，観測場所などに様々な制約が生じ

る．基本的にはバッテリーの容量の問題なのであろうが，バッテ

リーで半年～1 年観測態勢を維持できる強震計の存在も望ま

れよう．

2.5 ネットワークとの親和性

ここ数年で社会は，急激な勢いでネットワーク社会となってき

た．強震計に関しても，電話回線を用いた記録収集が当たり前

のようになってきたが，最新のネットワーク関連技術から見ると，

強震計関連の技術は，やや遅れているようにも見える．その例

としては，電話回線の利用である．現状の電話回線は，ディジ

タルであっても，LAN で使用しているような速度ではデータ転

送できない．また，セキュリティの上からは良いことであるが，一

対一のデータ提供となってしまっているので，データ公開用の

サーバーが別途必要である．

データのリアルタイム（に近い）転送は，広帯域地震観測では

以前から行われている12．強震動については，東北工業大学

の神山が仙台地区で開始した13．これは，仙台地区の 20 個所

の地表に設置した強震計と東北工業大学に設置されたセンタ

ーとを公衆 ISDN 回線で結び，地震動感知後 3 分以内に全地

点の観測データを回収完了する仕様で設計されている．強震

計の仕様は，ほぼ K-net95と同等あるいはその上位となってい

る．

強震計が自らデータを発進するシステムは，名古屋大学で

試みられている14，15．このシステムでは，強震計と RS-232C で

結ばれたパソコン上で TCP/IP プロトコルが動作し，これにより

データ発信を行っている．機能の切り分けという面では，強震

計と PCを分けて置くことは有利であるが，高速の学内 LAN を

使用していても，転送速度が強震計と PC の間の転送速度で

制限されていまうのが欠点である．

ここで挙げた事例以外には，ネットワークを利用した強震観

測の利用の例は少ないと思われる．しかしながら，ネットワーク

分野の技術を用いれば,複数地点の強震計の同期起動の確

保や高速データ転送を利用したデータの取り込み等が考えら

れる．また，起動の同期あるいは，時刻データの共有が可能と

なると，単独に設置されていた強震計もネットワークにつながる

ことで，アレー観測網の一部となり得る可能性も出てくる．さら

に，地震記録の自動管理が強震計で出来，かつネットワークに

発信できれば，これはそのままデータサーバーになる．また，

現状ではセンサーと収録部分を分けた場合，両者の間はかな

り太いケーブルが介在することになる．この引き回しにかかる

労力もかなりのものである．センサー間の同期が保証されれば，

センサー側で AD 変換し，そのデータを送ることは，従来のケ

ーブルを省くことができるので，この点でもメリットはあるであろ

う．

このように，可能性は大いにあるので，ネットワークを利用した

強震計をさらに検討すべきではないであろうか．

2.6　付加価値

　強震計の設置を推進するとの観点からは、価格を押さえると

ともに、出費に見合う付加価値を創出することが必要である．

現状では震度や SI 値など防止情報の提供程度であり，極論

すれば，建物の保有者には全くメリットはない．例えば，構造物

の健全性モニタリング機能の一環として強震観測を位置づけ

ることや，地域の防災システムと連動した早期情報提供サービ

スを行うことなどを考える必要があろう．

2.7 他分野の技術導入

ここまでは，従来の振動計の延長を考えていたが，別の分野

の技術を導入することも考えられる．例えば，固有周期が長い

構造物の基準点との相対変位を測定するためには，GPS の利

用が考えられる．この技術は既に強風時の吊り橋の測定に用

いられており，mm 単位の変位を検出している16．

また，本報告にもあるが画像処理によりビデオカメラを振動計

にする試みも，もう一歩で実用の域に達していると言えよう．こ

のように，従来の枠組みに捕らわれず，計測目的を明確にして，

他分野の技術を導入すべきであろう．

３．おわりに

現在開発中の技術を基に，強震計の将来を考えてみた．高

性能の強震計の仕様は，観測することに関しては十分な仕様

であろう．次の事項が今後必要になってくるのではと考えてい

る．

・廉価な強震計

・ よりネットワークに融合した強震計

・ 付加価値を出せる強震計

　今後は目的に応じて必要なセンサーを選ぶことになると思わ

れる．例えば，受けた最大値に応じて色が変わる物質が発明さ

れれば，最大値検出装置としては十分なのではないであろう

か．

　また，ここまでは強震計そのものの機能の議論をしていたが，

方位を自ら示せる強震計等，設置工事が単純になる強震計も

一方では望まれていると考えている．
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５. まとめ

本報告書は、構造委員会･振動運営委員会･強震観測小委員会･関東地区 WG の 2 年間にわ

たる活動の一部をまとめたものである。本委員会の活動は 2 年間であったが、本委員会に

至る前身委員会の活動を含めて、以下に活動の経緯と現時点における問題点の整理を行う。

本委員会の前身である耐震連絡委員会･強震観測小委員会は、1992 年 11 月に Vol.1(千葉

県東方沖地震データ集)を刊行した。Vol.1 刊行計画書によると、データ集作成の目的は、｢有

益な研究･開発が広く行われ、地震工学の発展に寄与するため、採取された記録を統一され

た書式のもとでデータベース化し、共同利用を可能とする｣ことにあり、位置付けとしては、

「これまで研究･設計等に広く利用されている Digitized Strong-Motion Earthquake

Accelerograms in Japan (1972 年、学術文献普及会)の続刊」ととらえ、データベースの特

徴は、｢特定の地震(今回は 1987 年 12 月 17 日千葉県東方沖地震)の際の、地盤上の強震観

測記録を広く収集することにより、面的な広がりの中で強震動データベースを構築しよう

とするもの｣としてる。

その後、強震観測運営委員会･強震データ小委員会は、関東地方で観測された 3 地震の強

震データを、Vol.2 として 1996 年 4 月に公開した。

また、兵庫県南部地震特別研究委員会及び近畿支部耐震構造研究部会は、1995 年兵庫県

南部地震データを 1996 年 11月に公開した。

このような背景の下、本委員会は 1997 年 4月に活動を開始し、｢はじめに｣で述べた 5項

目の活動目標を掲げた。その後、1998 年 1 月に、日本建築学会は「建築および都市の防災

性向上に関する提言－阪神･淡路大震災に鑑みて－(第三次提言)」の中で、本委員会の活動

と関係の深い以下の提言を行った。

【提言７】

強震観測体制の強化によるデータの充実と公開を推進すべきである。

【説明】

兵庫県南部地震において観測された多くの強震記録は、震源特性･地震動特性および建

物の挙動解明に貴重な情報を与えた。しかし、設計用地震動の設定およびその検証の

ためには、系統的な地盤･建物に関する地震動情報が不十分であったため、依然として

信頼性の高い設計用地震動を設定するには至っていない。この現状を打破するために、

特に地盤と建物における同時観測を実施する体制を強化した高度で高密度な強震観測

システムを構築する必要がある。更に強震観測記録を利用した研究のより一層の推進

を図るために、データの早期公開及び相互利用が可能な体制作りをする必要がある。

本委員会は、当初の目標および上記提言を受けて、建築学会としての強震動データベー

スのあり方に対する調査および公開方法に関する技術的検討を行った。

まず現状を把握するために、国内外の各機関における地震観測及びデータベース作成の

状況を調査した。その結果、日本国内では数千点で観測が行われているが、そのうち、定

期的にデータが公開(有料を含む)されているのは、気象庁、科学技術庁、関震協、建築研

究所の千数百点であり、非定期的に公開されているのは、震災予防協会であることが判明

した。



次にデータ公開方法に関する新しい試みとして、建築会館や福井大学において観測され

た地震記録を学会のホームページを通して公開し、インターネットによる地震動データの

配信システムを構築した。

また、データベースの利用事例についてアンケート調査を実施し(３章)、強震動データ

ベースの望まれる姿を追求した。

以上のような活動を基に、建築学会としての強震動データベースのあり方に対する討議

を行った。その結果、兵庫県南部地震以降、K-NET を始めとする公的機関による強震観測網

が以前とは比較にならないほど充実してきたこと、地中深部に設置した強震計による基盤

観測網が設置中であること、データ流通センター構想が存在するがその内容が明確でない

ことなど、強震観測をとりまく社会情勢が変化しつつある現状を考慮すると、現時点で建

築学会独自の明確な基準を作成することが困難であると判断し、ここでは以下のような現

状分析及び提案を行うに留め、具体的な方針作成は次期委員会に委ねることとなった。

① 兵庫県南部地震以降、観測点が増加したが、K-NET でも観測点間隔は 20km 程度であ

り、震災の帯のようなローカルな地震動を把握することは困難である。したがって、

建築学会においても、必要と判断される地震については速やかにデータを収集し公

開していく必要がある。一方で、東京ガスは供給区域内約 3100km2に約 3600 基の地

震計を設置中(超高密度観測網)であり、今後データを公開するという情報があり、

引続き社会情勢を調査し、学会活動に反映させていくことが重要である。

② 建築学会の提言でも、｢地盤と建物における同時観測を実施する体制を強化した高度

で高密度な強震観測システムを構築する必要がある。｣とされている。これをうけて、

今後、具体的な方針を検討する必要がある。

③ 強震データは構造設計の進歩のために活用されることが望ましいことや、海外との

交流を考えるとき、今後は、｢研究目的という制限｣や｢建築学会員に限る｣といった

制限はできるだけ無くす方向でのデータ収集が望ましい。また、できるだけ地盤情

報も収集することが望ましい。

④ 社会の強震データベースが巨大化してきた現状で、ボランティア活動だけでどこま

で学会や社会に貢献できる活動ができるかという問題もあり、震災予防協会との関

係や、データ流通センター構想との関わり方を考えていく必要がある。



６．まとめ

　本報告は、構造委員会・振動運営委員会・強震観測小委員会・関東地区ＷＧの２年間にわたる

活動の一部をとりまとめたものである。報告内容としては、（１）国内外の強震観測およびデータ

ベースの現状把握と強震動データベースの望ましい姿について追求し、（２）更に強震観測の将来

展望として、ハード・ソフトの両面から強震観測に関連する種々の課題について、その方向性・

可能性について述べている。観測、データベース、記録の利用、それぞれの項目について、私見

を含めてまとめると以下のようになる。

　強震観測に関しては、兵庫県南部地震以降公的機関による、特に地盤に着目した強震観測網が

以前とは比較にならないほど充実してきたこともあり、地震動現象の解明や設計入力地震動の策

定はもとより新たな観測網の設置に際しても、それらを積極的に活用して行くことが期待されて

いる。しかしながら、建物や建物―地盤連成系の観測体制では、観測点の数が多数になることも

あり、官民による観測を合せても地盤に比べるとその数は少ない。また、民間による建物観測記

録の公開には諸々の制限があり難いことを考えると、例えば CISMIP（米国）にみられるような

公的機関主導による、観測からデータ公開までの一体化した体制へと変革して行くことも必要で

ある。

　強震動データベースについては先ず、強震観測が、計画から、設置、維持管理、データの保存

まで、多大な労力を要することを、データ利用者は理解すべきであり、観測に係った方々の苦労

を忘れてはならないことが基本的に重要である。

　データ公開に関しては、観測記録は公的な財産であり、公開は地震防災に資するとの啓蒙がな

されることが期待される。またデータをお互いに公開し共同利用することにより、公開した以上

のことを得ることができることも理解すべきである。

　また５章では、強震動データベースの現状分析と提案が要領よくまとめられているため、詳細

は省略するが、データベースの構築には組織を超えた協力が必要である。このためには、データ

の収集・公開に関する国家レベルでの一元化を是非推進し、例えば強震記録を一括して扱うデー

タセンターの早期設立を希望する。

　記録の利用に関してはまず、建物観測記録の活用例として、観測記録から直接、建物の健全性

を評価する方向が示された。これは、建物における強震観測に新たな付加価値を与えるものであ

る。また、近年注目を浴びているリアルタイム地震情報の利用では、地震後いかに迅速かつ正確

に事象を把握・予測できるかは、システム・評価手法の信頼性向上や地盤・中小地震データの蓄

積など日常的な努力が鍵になっており、平常時から非常時までの連続性を視野に入れた取り組み



が重要であることが指摘されている。

　強震計に今後望まれることとしては、廉価で保守性が高いこと、よりネットワークに融合して

いること、付加価値を出せること、余震観測や数年単位の対象地域の変更に対応できる機動性を

具備していること、が必要であると指摘される。また、このような性能を有するようになれば、

観測密度の更なる向上や経済的な問題を克服する一つの手段である共同観測或いはデータの交

換・流通等が更に容易になることが期待される。

　一方で、銀行やコンビニエンス・ストア等に設置されている監視用カメラを強震計の代用とし

て利用することも提案された。特別な装置を新設することなく、都市内において高密度な強震観

測ネットワークを構築することの可能性が示された。

　また、インターネットを利用した強震動データの交換・公開に関しては、K-NET など公的機関

による新しい試みがなされている一方で、データの公開をボランティアに頼らなければならない

一般の研究者にとっては、サービスする側とされる側が労力を分かち合えるようなシステム構築

を考える必要がある。

　以上、本活動報告について総括したが、建築学会は望まれる強震観測体制やデータセンター設

立に関する提言を広く社会に対して行うべきであり、また、強震観測に携わる研究者・技術者は

観測や記録の活用を積極的に行い、強震観測に更に多くの付加価値を創造して行くとが重要であ

ると考える。

（若松邦夫）


